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１.はじめに 

 近年、世界的に幸福度に対する関心が高まっており、心理学や経済学を初め、多くの分

野で幸福度を定量的に把握し、その規定要因を解明する研究成果が多数報告されている。 

 我が国においても、内閣府が設置した「幸福度に関する研究会」が 2011年に「幸福度指

標試案」を公表したほか、自治体においては、幸福度を指標化し、政策に反映させようと

いう試みが広がってきている。 

 このような取組の背景には、いわゆる「幸福のパラドクス」と称されるにように、一人

当たり GDPの増加、すなわち経済成長が必ずしも社会の幸福の向上につながっていないと

いう実感がある。さらに、人口減少が確実視される将来像の中で、経済指標のみを目的と

した政策には限界があり、これから目指すべき社会は、物質的な豊かさだけではない、社

会の幸福の向上に着目することが重要と考えられているからであろう。 

 このような中、庄内町では町民の幸福に着目した総合計画後期基本計画の策定を検討し

ていることから、本報告書は、庄内町が、今後社会の幸福の向上に着目した政策展開を検

討するための基礎資料となることを目的に、幸福と政策に関する先行事例を整理したもの

である。 

 

 

２.用語の整理と本報告書の構成 

(1) 用語の整理                              

 本報告書では、原則として、幸福の度合いを統計データやアンケート調査で把握したも

のを「幸福度」と呼び、その中でも、アンケート調査等で把握した主観的な幸福の度合い

を「幸福感」と呼ぶ。 

 また、幸福度をアンケート調査結果や統計データ等で構成する指標群で記述したものを

「幸福度指標」と呼び、幸福と定義していないが非経済的要素を重視した「豊かさ

（affluent）」、「福祉（welfare）」、「生活の質（quality of life）」などの計測を目的とし

た指標群を「社会指標」と呼ぶ。 

 

(2) 本報告書の構成                            

幸福度に対する関心の高まりについては上述したとおりであるが、経済指標に対する限

界感を背景とした非経済的要素を含む社会指標の開発の試みは歴史が長い。そこで本報告

書では、まず第 3節で、我が国で開発されてきたそれらの幸福に関連する社会指標を確認

することで、過去の社会指標が示した要素を整理するとともに、これまでの社会指標開発

の課題を把握する。 

次に第 4節では、上述したとおり、近年、自治体を中心に幸福度指標を政策に反映させ

ようという試みが広がってきていることから、これまで策定された幸福度指標の内容を確

認することで、各指標の特徴を整理し、類型化する。 

そして、最後に、本報告書で得られる含意をまとめることで、今後、庄内町において町

民の幸福に着目した後期基本計画の策定を検討するに当たっての留意点を整理する。 
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３.幸福に関連した社会指標の変遷 

 上述したとおり、我が国では、1970年代から政府や審議会を中心に福祉や豊かさに関す

る議論が展開され、特に、非経済的な要素を含んだ福祉や豊かさを客観的に計測する手法

として、様々な社会指標が開発されてきた。 

 ここでは、幸福に関連した社会指標の変遷を整理するため、我が国において非経済的要

素の把握を目的に政府が開発した社会指標を以下のとおり整理する1。 

 

(1) SI（Social Indicators）＝社会指標－よりよい暮らしへのものさし       

 ① 背景・目的 

高度経済成長のゆがみが、環境問題、物価問題、過密・過疎問題等として現れるよ

うになった中、貨幣的指標のみに依存することへの反省の気運が起こり、社会指標策

定の重要性が高まった。 

 ② 策定年 

   1974年（改訂版を 1979年に策定） 

 ③ 策定主体 

第 5次国民生活審議会調査部会 

 ④ 指標の形態 

   客観的指標のみで構成された統合型 

 ⑤ 主観的指標の採用 

   なし（報告書では、社会調査で得られる主観的指標は極めて主観的で心理的である

として社会指標に組み入れることに限界があると指摘している。） 

 ⑤ 概要 

  ・ GNPなど貨幣指標への批判から、非貨幣的指標を中心として国民の福祉水準を全

体的把握しようとするものであったが、単に客観的諸要因の数量化を目指したもの

であり、「豊かさ」を積極的に定義しようとの試みはされなかった。 

  ・ 10の社会目標分野の下に 27の主構成要素、77の副構成要素、188の細構成要素

が設定され、指標数は 368。 

（幸福度指標に関連する指標体系） 

  ・ 10の社会目標分野は以下のとおり。 

(1)健康、(2)教育・学習・文化、(3)雇用と勤労生活の質、(4)余暇、(5)所得・消費、

(6)物的環境、(7)犯罪と法の執行、(8)家族、(9)コミュニティ生活の質、 

(10)階層と社会移動 

 

(2) NSI（New Social Indicators）＝国民生活指標              

 ① 背景・目的 

   安定成長の定着、所得水準の向上、生活価値観の多様化等の変化のなか、従来の国

の全体的な福祉水準の測定に加え、国民の生活の多様な現状とその変化を把握する必

要性が高まった。 

 ② 策定年 

 
1 社会指標の整理に当たっては、内閣府（2011）を参考とした。 
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   1986年 

 ③ 策定主体 

   第 10 次国民生活審議会調査部会 

 ④ 指標の形態 

   主観的指標も採用しているものの、客観的指標を中心とした統合型 

 ⑤ 主観的指標の採用 

   各種世論調査の結果を採用 

 ⑥ 概要 

  ・ 生活領域別指標、関心領域別指標、主観的意識指標の３つの指標群で構成された。 

  ・ 生活価値観が多様化するなか、社会全体の福祉水準を総合的に把握するという目

的から、個々人にとっての厚生を測るという視点で策定されたが、実感を十分に把

握していないとの批判や、構造が非常に複雑すぎるとの批判から定着しなかった。 

（指標体系） 

  ・ ８つの生活領域は以下のとおり。 

(1)健康、(2)環境と安全、(3)経済的安定、(4)家庭生活、(5)勤労生活、 

(5)学校生活、(6)地域・社会活動、(7)学習・文化活動 

 

(3) PLI（People’s Life Indicators）＝新国民生活指標（「豊かさ指標」） 

 ① 背景・目的 

80 年代後半、1人当たり所得が世界でもトップクラスになるなか、より豊かさの実

感を捉えた生活指標の策定の必要性が高まった。 

同時に、首都圏一極集中が再燃する中、各地域の多様な豊かさを捉える指標策定の

必要性が高まった。 

 ② 策定年 

   1992年 

 ③ 策定主体 

   第 13次国民生活審議会調査委員会 

 ④ 指標の形態 

   客観的指標のみで構成された統合型 

 ⑤ 主観的指標の採用 

   なし（統合化のウェイト計算にあたり、「国民生活選好度調査」結果のニーズ得点を

活用） 

 ⑥ 概要 

  ・ 東京一極集中の是正が叫ばれる中、各地域の多様な豊かさを捉える指標として都

道府県別の指標が作成された。 

  ・ 活動領域指標と生活評価軸指標に区分され、活動領域指標は８領域、生活評価軸

指標は４領域が設定された。 

  ・ これまでの社会指標は「社会の豊かさ」という視点から設計されていたのに対し、

PLIは「個人生活の充実」「個人の豊かさ」という視点から設計された。 

  ・ 地域別の試算に対しては、実態を反映していないとする批判が各方面から相次ぎ、

指標の公表は 2000年で中止された。 
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（指標体系） 

  ・ ８つの活動領域は以下のとおり。 

   (1)住む、(2)費やす、(3)働く、(4)育てる、(5)癒す、(6)遊ぶ、(7)学ぶ、 

(8)交わる 

 

(4) LRI（Life Reform Index）＝暮らし改革指数               

 ① 背景・目的 

構造改革を進める中で、国民生活の視点から、ゆとりや安心などの非貨幣的側面を

含めた構造改革の進展度を評する必要が生じた。同時に、生活の豊かさや生活に対す

る満足感についてもあわせて検討を行った。 

 ② 策定年 

   2002年 

 ③ 策定主体 

第 18次国民生活審議会調査委員会 

 ④ 指標形態 

   客観的指標のみで構成された統合型 

 ⑤ 主観的指標の採用 

   なし（統合化のウェイト計算にあたり、「国民生活選好度調査」結果のニーズ得点を

活用） 

 ⑥ 概要 

・ 構造改革の諸施策のうち、暮らしに直接的に関係のある施策について整理を行い、

構造改革の目指す社会を９つの側面に分類した。 

・ それぞれの側面ごとに、暮らしの改革の進展度を代表すると考えられる指標を抽

出、総合化し、側面別に暮らしの改革指数を算出した。 

・ これまで算出していた活動領域別の PLIを「国民生活選好度調査」の重要度順位

に基づくウェイトを用いて総合化し、豊かさ総合指数を作成した。 

（指標体系） 

・ ９つの側面は以下のとおり。 

(1)住みやすい社会、(2)働きやすい社会、(3)学びやすい社会、 

(4)子育てしやすい社会、(5)女性が活躍しやすい社会、 

(6)高齢者が活き活きしている社会、(7)情報や人の流れが活発な社会、 

(8)環境にやさしい社会、(9)安心できる社会 

 

(5) ３節のまとめ                             

  (1)から(4)までの概要から、我が国で策定されてきた社会指標の特徴について、以下

のとおり整理することができる。 

 

○ 国主導で策定 

  幸福度指標の策定が自治体主導で行われているのに対し、社会指標の策定はこれま

で国主導で行われてきた。 

  これは、当時の社会指標が、一定の政治目的の下、非経済的要素を含む福祉、厚生、
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豊かさの水準を計測することが主目的であったことが背景にあると考えられる。例え

ば SIは高度経済成長への批判を背景とした福祉水準の計測を目的としており、PLIは

東京一極集中是正の機運を背景とした地域別比較が一つの目的であり、LRI は構造改

革の成果指標として進捗度合いの計測が目的であり、いずれも政府としての課題認識

から生じたものであった。 

 

○ 「ダッシュボード型」ではなく「統合型」 

指標群をそのままの状態で扱う「ダッシュボード型」ではなく、指標群を「豊かさ」

や「生活の質」などの一つの概念で統合化した「統合型」が採用されている。 

これは、上述したとおり当時の社会指標が一定の政治目的の下、非経済的要素を含

む福祉、厚生、豊かさの水準を「計測」すること、「比較」することが主目的であった

ことが背景にあると考えられる。一方で、統合化は、複雑である、実感に合わない、

などの批判を受ける原因にもなった。 

 

 

４.幸福度指標の先行事例 

 近年、自治体を中心に住民の幸福度を把握し、政策に反映させようという取組が広がり

つつある。ここでは、政策への活用を目的に幸福度を把握する指標として公表された幸福

度指標を、国や研究機関での策定、都道府県での策定、市区町村での策定別に整理した。 

 なお、都道府県、市区町村での先行事例の選定に当たっては、実際に政策立案等への反

映に取り組んでいる代表的な事例を取り上げることとし、試作レベルに留まり政策立案へ

の反映のないもの2、現在は活用していないもの3などは除外した。 

 

(1) 国や地域レベルでの幸福度指標                     

 ① 内閣府「幸福度指標試案」 

  ア 策定年    

    2011年 

  イ 策定主体 

    幸福度に関する研究会 

  ウ 指標の形態 

    主観的指標と客観的指標を併用したダッシュボード型（個別指標の集まり） 

  エ 指標体系の設定方法 

    先行研究（事例）と内閣府「国民生活選好度調査」に基づいて設定 

  オ 指標の概要 

   ・ 2010年に閣議決定された「新成長戦略」において、幸福度について調査研究を

 
2 例えば、浜松市が 2012年に市政 100周年記念として公表した「GHH（浜松総幸福量）」

や、新潟市都市政策研究所が 2010年に試作した「NPH（Net Personal Happiness）」など

がそれに当たる。 
3 例えば、富山県では、平成 24年に策定した「新・元気とやま創造計画」では、将来像と

して「県民の幸福度を高める政策展開」を掲げ、「とやま幸福度関連指標」を試作したが、

平成 30年に策定した「元気とやま創造計画」では幸福の概念を取り入れていない。 
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推進し、幸福感・満足感を引き上げる観点から社会的課題を解決していくとされ

たことに基づき策定された。 

   ・ 主観的幸福感を中心に、経済社会状況、健康、関係性の３本柱で体系化してい

る。 

さらに、現代世代の幸福感が将来世代の幸福感の犠牲の下に進むのは望ましく

ないとの観点から、持続可能性を全体にかかる項目としている。 

   ・ 指標体系は図１のとおり。 

 

図１ 内閣府「幸福度指標試案」の体系図 

 

（出所）内閣府（2011）『幸福度に関する研究会報告 ―幸福度指標試案―』。 

 

 ② （公財）東北活性化研究センター「幸福度指標」 

  ア 策定年 

    2013年 

  イ 策定主体 

    幸福度定量化研究会 

  ウ 指標の形態 

    主観的指標と客観的指標を併用したダッシュボード型（個別指標の集まり） 

  エ 指標体系の設定方法 

    先行研究（事例）を参考に設定 

  オ 概要 

   ・ 東日本大震災を経験した東北地域の暮らしの豊かさを見つめ直し、東北地域の

幸福度を評価するための指標を明示することを目的に策定された。 

   ・ 上位に包括項目として主観的幸福度を、下位に個別の８項目を設定し、個別項

目ごとに、満足度等からなる主観的指標と統計データからなる客観的指標を設定

している。 
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   ・ 指標体系は図２のとおり。 

 

図２ （公財）東北活性化研究センター「幸福度指標」の体系図 

 

（出所）公益財団法人東北活性化研究センター（2012）『幸福度の定量化に関する調査研究 

中間報告書』。 

公益財団法人東北活性化研究センター（2013）『幸福度の定量化に関する調査研究 

報告書』。 

 

 

(2) 都道府県での幸福度指標                        

 ① 熊本県「県民総幸福量（Aggregate Kumamoto Happiness：AKH） 

  ア 策定年 

    2012年 

  イ 策定主体 

    熊本県（「くまもと幸福量研究会」の意見書を受けて熊本県で策定） 

  ウ 指標の形態 

    主観的指標のみで構成された統合型（複数の指標を一つの数値に統合） 

  エ 指標体系の設定方法 

    先行研究（事例）を参考に設定 

  オ 総合計画の政策体系との関係性 

    県の総合計画「幸せ実感くまもと４カ年戦略」の政策体系と指標体系は一致して

いない。 

  カ 評価との関係性 

    評価は、総合計画で設定した評価指標の達成状況に基づき実施している。 

「幸せ実感くまもと４カ年戦略」の進捗レポートにＡＫＨを掲載し、政策立案の

基礎資料としている。 
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  キ 指標の概要 

   ・ 県民総幸福量の要因として「４つの分類」、その下位概念として「12 の項目」

で構成され、各項目に「県民の幸福に関する意識調査」で把握する各３設問の 36

指標を設定。 

   ・ 「４つの分類」を、「夢を持っている」、「誇りがある」、「経済的な安定」、「将来

に不安がない」と定義。 

   ・ 「県民の幸福に関する意識調査」で、４つの分類の重要度からウェイトを算出

し、36指標の満足度の平均値にウェイトを乗じ、合計したものを統合指標として

いる。 

   ・ 目標値は設定していない。 

   ・ 指標体系は図３のとおり。 

 

  図３ 熊本県「県民総幸福量（Aggregate Kumamoto Happiness：AKH）の体系図 

 

（出所）くまもと幸福量研究会（2011）『県民幸福量を測る指標についての意見書』 

熊本県（2012）『県民幸福量を測る指標の作成に係る調査研究 報告書』。 

熊本県（2019）『平成30年度県民総幸福量（ＡＫＨ）に関する調査結果』。 

 

 ② 京都府「京都指標」 

  ア 策定年 

    2012年 

  イ 策定主体 

    京都府 

  ウ 指標の形態 

    主観的指標と客観的指標を併用したダッシュボード型（個別指標の集まり） 

  エ 指標体系の設定方法 

    総合計画「明日への京都」の政策体系に合わせて指標を設定 

  オ 総合計画の政策体系との関係性 

    総合計画「明日への京都」の政策体系に一致している。 

  カ 評価との関係性 

    評価は、総合計画「明日への京都」に掲げる評価指標の達成状況で実施している。 
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    総合計画が「府民のしあわせの実感」という本質的な目標にかなっているか、府

政運営の方向性が府民意識とかけ離れたものになっていないかなどについて点検す

るためのものとして、総合計画の進捗状況報告書「ベンチマークレポート」に結果

を掲載している。 

  キ 指標の概要 

   ・ 総合計画「明日への京都」の政策体系である「府民安心の再構築」「地域共生の

実現」「京都力の発揮」ごとに、客観的指標 44項目、京都府民の意識調査で把握

する主観的指標 38項目の計 82指標を設定（指標数は 2018年時点）。 

   ・ 客観的指標と主観的指標の間には上下関係はない。 

   ・ 目標値は設定していない。 

   ・ 社会情勢や府民の皆様の意識の変化等を考慮しながら、その都度、柔軟に見直

していくこことしている。 

   ・ 指標群は付録「資料１」のとおり。 

 

③ 岩手県「岩手の幸福に関連する指標」及び「いわて幸福関連指標」 

  ア 策定年 

    2017年 

  イ 策定主体 

    岩手県（岩手の幸福に関する指標研究会） 

  ウ 指標の形態 

    主観的指標と客観的指標を併用したダッシュボード型（個別指標の集まり） 

  エ 指標体系の設定方法 

    先行研究や県民を対象としたアンケート調査（県民意識調査）を踏まえて設定 

  オ 総合計画の政策体系との関係性 

    総合計画「いわて県民計画（2019～2028）」の政策体系に一致している。 

  カ 評価との関係性 

    総合計画に、評価指標として「岩手の幸福に関連する指標」の客観的指標に当た

る「いわて幸福関連指標」を設定している。 

    また、政策評価では、「岩手の幸福に関連する指標」の主観的指標の結果を反映す

ることとしている。 

  キ 指標の概要 

   ・ 主観的幸福感に関連する実感として、12の領域を設定し、12領域ごとに、主観

的指標と客観的指標を設定している。 

   ・ 12領域は、「仕事」、「収入」、「居住環境」、「安全」、「余暇」、「健康」、「子育て」、 

「教育」、「家族」、「コミュニティ」、「歴史・文化」、「自然環境」を設定 

   ・ 主観的指標は、県民意識調査で把握する領域別の実感で構成されており、客観

的指標は、主観的指標を補足する統計データが例示されている。 

   ・ 岩手が目指す豊かさを表す特徴的な指標として、主観的幸福感に関連するもの

として、別途「協調的幸福感4」が設定されている。 

 
4「協調的幸福感」とは、他者との協調性、平穏な感情状態、人並み感等を総称する幸福感
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   ・ 全 12領域に横断的に関係することで、間接的に主観的幸福感に関係するものと

して、別途「つながり（ソーシャルキャピタル）」が設定されている。 

   ・ 「いわて県民計画（2019～2028）」では、上記の 12領域を 8に統合にした「健

康・余暇」、「家族・子育て」、「教育」、「居住環境・コミュニティ」、「安全」、「仕

事・収入」、「歴史・文化」、「自然環境」に加え、これらを下支えする共通的土台

としての「社会基盤」と「参画」を加えた 10の政策分野を設定している。 

 

図４ 岩手の幸福に関する指標研究会から報告のあった指標体系 

 

（出所）岩手の幸福に関する指標研究会（2017）『岩手の幸福に関する指標研究会報告書』 

 

 

(3) 市区町村での幸福度指標                        

① 荒川区「荒川区総幸福度（Gross Arakawa Happiness：GAH）指標」 

  ア 策定年 

    2018年（（公財）荒川区自治総合研究所の中間報告は 2012年） 

  イ 策定主体 

    荒川区、（公財）荒川区自治総合研究所 

  ウ 指標の形態 

 

のことをいう。日本は、他国に比べ、これらを重視しながら自らの幸福を考える傾向があ

るとされ、岩手県でも類似の傾向が確認された。 
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    主観的指標と客観的指標を併用したダッシュボード型（個別指標の集まり） 

  エ 指標体系の設定方法 

    総合計画「荒川区基本構想」に定める政策体系（都市像）に合わせて設定 

  オ 総合計画の政策体系との関係性 

    総合計画「荒川区基本構想」の政策体系（都市像）に一致している。 

  カ 評価との関係性 

    荒川区総幸福度指標の一部は、施策の成果指標に活用されている。 

    荒川区総幸福度指標の実績値は、政策、施策の評価シート（分析シート）に掲載

さすることで、区民の意向を評価に取り入れ、課題や問題点を明らかにし、既存事

業の改善や充実、新規事業立案に結び付けている。 

  キ 指標の概要 

   ・ 総合計画「荒川区基本構想」の政策体系に合わせ、「健康・福祉」「子育て・教

育」などの６つの分野ごとの総合的実感を把握するための「上位指標」を設定し、

その下に、より具体的な実感を把握するため 39の「下位指標」を設定し、これら

を総合する指標として「幸福実感」指標を設定している。 

   ・ 中間案では、最上位に「幸福実感度」、上位指標として「健康・福祉」「子育て・

教育」など６分野の主観的指標からなる「幸福実感指標」、下位指標として主観的

指標と客観的指標からなる「関連指標」で構成されるとなっていた。 

   ・ 施策の成果指標に活用している一部の指標には目標値を設定しているが、それ

以外の指標には目標値は設定していない。 

   ・ 指標体系は図５、６のとおり。 

 

図５ （公財）荒川区自治総合研究所の中間報告での指標体系 

 

（出所）公益財団法人荒川区自治総合研究所（2011）『荒川区民総幸福度（GAH）に関する
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プロジェクト中間報告書』。 

公益財団法人荒川区自治総合研究所（2012）『荒川区民総幸福度（GAH）に関する

研究プロジェクト第二次中間報告書』。 

 

図６ 荒川区「荒川区総幸福度（Gross Arakawa Happiness：GAH）指標」の体系図 

 

 

② 滝沢市「幸福実感一覧表」 

  ア 策定年 
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    2015年 

  イ 策定主体 

    滝沢市 

  ウ 指標の形態 

    主観的指標と客観的指標を併用したダッシュボード型（個別指標の集まり） 

  エ 指標体系の設定方法 

   ・ 幸福感を育む市民一人ひとりの行動目標 

   ・ インタビュー、アンケート調査の結果を住民参加により決定 

  オ 総合計画の政策体系との関係性 

    総合計画の政策体系とは一致しない 

  カ 評価との関係性 

    毎年、「滝沢地域社会報告書」を作成し、「幸福実感一覧表」の実績値を把握する

ことで、総合計画の進捗状況を把握している。 

  キ 指標の概要 

   ・ 幸福度などの最上位の概念は設定されていない。 

   ・ 目標値が設定されている。 

   ・ ５項目（①喜び・楽しさ、②成長・学び、③生活環境、④安全・安心、⑤人と

のふれあい）について、世代別に指標を設定している。 

   ・ 幸福実感一覧表の他に、市行政として取り組むべき内容を指標化した「暮らし

やすさ一覧表」がある。「暮らしやすさ一覧表」は、滝沢市総合計画にｓダメる政

策体系に合わせて設定されており。めざす地域の姿の実現に向けた８つの視点（活

かす、支えあう、輝く、暮らす、学ぶ、働く、受け継ぐ、集う）毎に指標を設定

している。 

   ・ 指標体系図は図７のとおり。「幸福実感一覧表」と「暮らしやすさ一覧表」は付

録「資料２」のとおり。 

 

図７ 「幸福実感一覧表」と「暮らしやすさ一覧表」の関係図 

 
（出所）滝沢市（2015）『滝沢市第一次滝沢市総合計画』。 
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(4) 第４節のまとめ                            

  (1)から(3)までの概要から、近年策定が進む幸福度指標の特徴について、以下のとお

り整理することができる。 

○ 「政策体系と幸福度指標体系」と「政策評価との連動性」の観点からの類型化 

(2)、(3)で紹介した自治体の幸福度指標を、指標体系が総合計画の政策体系と一致

しているか否かの観点と、幸福度指標の測定結果が政策評価システムと連動している

か否かの観点から類型化したものが表１である。なお、表１では、(2)、(3)で紹介し

た幸福度指標は■で、紹介していないものは〇で標記した5。 

 

表１ 自治体が策定している幸福度指標の分類 

 総合

計画 

政策 

評価 

政策体系と一致 

政策体系と独立 幸福度指標体系から 

政策体系を設定 

政策体系から 

幸福度指標体系を設定 

評 価 と

連動 

■岩手県「岩手の幸福に関する

指標」 

・指標体系に合わせた政策体系 

・ダッシュボード方式 

・主観と客観指標で構成 

・主観的幸福感-主観的指標-

客観的指標の３層構造 

・客観的指標には目標値設定 

■荒川区「荒川区総幸福度」 

・政策体系に合わせた指標体系 

・ダッシュボード方式 

・主観と客観指標で構成 

・主観的幸福感-主観的指標-客

観的指標の３層構造 

・客観的指標の一部には目標値

設定 

■滝沢市「幸福実感一覧表」 

・政策体系と独立した指標体系 

・ダッシュボード方式 

・主観と客観指標で構成 

・指標群のみの１層構造 

・目標値あり 

評 価 と

独立 

 ■京都府「京都指標」 

・政策体系に合わせた指標体系 

・ダッシボード方式 

・主観と客観指標で構成 

・指標群のみの１層構造 

・目標値なし 

 

〇三重県「幸福実感指標」 

・政策体系に合わせた指標体系 

・ダッシボード方式 

・主観指標のみで構成 

・指標群のみの１層構造 

・目標値なし 

 

■熊本県「県民総幸福量」 

・政策体系と独立した指標体系 

・統合方式 

・主観指標のみで構成 

・統合幸福度-主観的指標の２

層構造 

・目標値なし 

〇新潟市（新潟市都市政策研究

所 ）「 NPH: Net Personal 

Happiness」 

・政策体系と独立した指標体系 

・ダッシュボード方式 

・客観指標のみで構成 

・目標値なし 

※2012 年に試行的に作成。 

〇浜松市「浜松総幸福量（GHH）」 

・政策体系と独立した指標体系 

・ダッシュボード方式 

・主観指標のみで構成 

・目標値なし 

※2012 年に試行的に作成。 

 （出所 筆者作成） 

 （注）本報告書に掲載されている幸福度指標は■で、掲載されていないものは○で標記した。 

 
5 既存の政策体系から幸福度指標体系を設定した代表的な例として京都府「京都指標」を

紹介したため、類型が重複する三重県「幸福実感指標」については記述していない。同様

に、政策体系と独立して幸福度指標体系を設定した代表的な例として熊本県「県民総幸福

量」を紹介したため、類型が重複する新潟市「ＮＰＨ」、浜松市「ＧＨＨ」については記述

していない。 
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○ 既存の幸福度指標体系と「町民幸福度アンケート調査」問５との関係 

令和元年に庄内町が実施した「町民幸福度アンケート調査」では、問５で町民の主

観的幸福感に関連すると思われる 14の実感を、問６で町民の主観的幸福感を把握して

いる。そこで、(1)から(3)までで紹介した幸福度指標の体系と「町民幸福度アンケー

ト調査」の設問との関係性を整理したものが表２である。 

表２から、多くの先行事例で主観的幸福感を指標体系に加えていることが分かる。 

また、「町民幸福度アンケート」で把握した 14の実感は、先行事例が設定した幸福

度指標体系をほぼ全て包含しており、すなわち先行事例が住民の幸福感の要素として

示した項目をほぼ全て網羅していることになる6。 

 

表２ 先行事例と「町民幸福度アンケート調査」の調査項目との関係 

 

主
観
的
幸
福
感 

①
仕
事
の
や
り
が
い 

②
必
要
な
収
入
・
所
得 

③
心
や
体
の
健
康 

④
良
い
家
族
関
係 

⑤
子
育
て
の
し
や
す

さ ⑥
地
域
の
安
全 

⑦
地
域
社
会
と
の
つ

な
が
り 

⑧
自
身
の
学
習 

⑨
子
ど
も
の
教
育 

⑩
歴
史
や
文
化
へ
の

誇
り 

⑪
豊
か
な
自
然
環
境 

⑫
自
然
環
境
の
保
護 

⑬
住
ま
い
の
快
適
さ 

⑭
余
暇 

そ
の
他 

(1)① 

内閣府 

主 観

的 幸

福感 

雇用 基本

ニー

ズ 

健康 家族

との

つな

がり 

子育

て 

基本

ニー

ズ 

地域

との

つな

がり 

教育 教育 － 自然

との

つな

がり 

自然

との

つな

がり 

住居 ライ

フス

タイ

ル 

社会

制度 

(1)② 

東活研 

主観

的幸

福感 

経済 経済 健康 関係

性 

－ 安全

安心 

関係

性 

教育 教育 文化 環境 環境 － － ガバ

ナン

ス 

(2)① 

熊本県 

各指

標か

ら算

出 

仕事

関係 

関係

所得 

・ 

消費

活動 

心身

の 

健康 

家族

関係 

－ 生活

環境

安全 

・ 

防災

治安 

地域

社会 

教育

環境 

教育

環境 

歴史

文化 

－ － 住ま

い 

－ － 

(2)② 

京都府 

－ 安心 安心 安心 － 安心 安心 安心 

・ 

共生 

安心 安心 京都

力 

京都

力 

京都

力 

－ － － 

(2)③ 

岩手県 

主観

的幸

福感 

仕事 収入 健康 家族 子育

て 

安全 コミ

ュニ

ティ 

教育 教育 歴史

文化 

自然

環境 

自然

環境 

住ま

い 

余暇 － 

(3)① 

荒川区 

主観

的幸

福感 

産業 産業 健康 

福祉 

－ 子育

て教

育 

安全

安心 

－ 子育

て教

育 

子育

て教

育 

文化 環境 環境 － － － 

(3)② 

滝沢市 

－ － － － 人の

ふれ

あい 

安全

安心 

－ 喜び/

楽し

さ 

成長/

学び 

成長/

学び 

成長/

学び 

生活

環境 

生活

環境 

－ － － 

 

  

 
6 「町民幸福度アンケ―ト調査」で把握している 14の実感以外の幸福度指標体系として、

内閣府「幸福度指標試案」では社会制度が、東北活性化研究センター「幸福度指標」では

ガバナンスがそれぞれ設定されている。これらは、国家としての幸福度指標には重要な視

点であるが、自治体政策での操作が困難であり、自治体間での差が生じないという観点か

ら、自治体での幸福度指標での重要性は低いと考えられる。 
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５.おわりに 
これまでの整理から、社会指標の策定が国主導で展開されてきたのに対し、幸福度指標

は自治体が主導して検討が進められていることが、住民の幸福感に着目した政策展開が自

治体に普及しつつあることが伺える7。 

一方で、総合計画の理念に幸福を掲げつつも、指標化は困難であるとして幸福度指標を

設定していない福岡県の例や、一度は総合計画に幸福の概念を盛り込み幸福度指標を試作

したものの、総合計画を改定した際には幸福の概念の導入を取りやめた富山県の例がある。

また、新潟市や浜松市など、自治体の現状を確認するため試行的に幸福度指標を策定した

ものの、その後の展開が進んでいない例もある。幸福度指標は、従来の政策評価で用いら

れてきた評価指標よりも必然的にアウトカムレベルが高くなるため、幸福度指標の導入に

当たっては、自治体政策でのコントロールが難しいケースが多く指標の状況をもとにした

自治体政策への展開まで至らない事例があることにも、十分留意が必要であろう。 

 これまで紹介してきた先行事例の整理から、最後に、今後の幸福度指標の活用に向けた

含意を以下のとおりまとめる。 

 

(1) 主観的指標を取り入れる例が多い 

第３節で紹介した社会指標が統計データを中心とした構成であったのに対し、幸福度

指標は「幸福」という主観的側面が重視されてきたことや、アンケート等で得られる主

観データへの信頼性の高まりなどを背景に、主観的指標を取り入れる例が多い。 

主観的指標を取り入れる例としては、主観的指標のみの構成とするケースと、主観的

指標と客観的指標の両方で構成するケースがある。主観的指標のみの構成とするケース

では、アンケート調査で把握するためデータの制約を受けにくい、分かりやすいなどの

利点がある反面、指標の実績と自治体政策との関係性が分かりにくく、政策への展開が

図りにくいなどの欠点があると考えられる。主観的指標と客観的指標の両方で構成する

ケースでは、住民の幸福感をより的確に把握することができる8利点がある反面、指標体

系が複雑になる、一般的に主観的指標と客観的指標の関係性は明確でないことが多く客

観的指標の設定が難しい、などの欠点があると考えられる。 

 

(2) 統合型ではなくダッシュボード型が多い 

  社会指標が、複数の指標を１つの数値に集約する「統合方式」で策定され、「実感に合

わない」、「ランキング偏重である」などの批判から社会的に定着しなかったのに対し、

幸福度指標は、幸福度の状態を計測するだけでなく、長所や短所を把握し政策に反映す

るという策定目的から、指標群を統合化せずにそのまま扱う「ダッシュボード方式」が

 
7 幸福度指標を設定していないが、総合計画のキャッチフレーズや基本理念等に、住民の

主観的な幸福感の向上を掲げる自治体も多い。例えば石川県では、石川長期構想のキャッ

チフレーズに「輝く未来へ幸せを実感できるふるさとづくり」を掲げている。 
8 例えば、「安全」を主観的指標で把握する場合、地域が安全であると感じているかどうか

を主観的指標として把握することができるが、「安全」の内容は多義的であるため、その要

因としては、犯罪、交通事故、自然災害、火災等が考えられる。そこで、主観的指標に加

え、犯罪発生件数、交通事故発生件数、等の客観的指標を設定することで、より的確に「安

全」の状況を把握することができる。 
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多い。 

これは、2008年にフランスのサルコジ大統領によって設立された「経済パフォーマン

スと社会プログレスの測定に関する委員会」において、統合方式の指標化に否定的見解

が示されたこと9も背景にあると考えられる。また、統合化することで、行政が住民の幸

福を定義しているとの誤解を受ける懸念もあり、それを回避するという理由もあると考

えられる。 

 

(3) 指標の階層は多様 

  幸福度指標の階層では、京都府「京都指標」のように、個別指標群をそのまま１つの

階層で整理するケースと、荒川区「GAH」のように、主観的幸福感を最上位に、次いで主

観的指標を設定し、最後に客観的指標を設定する、主観的幸福感-主観的指標群-客観的

指標群の３階層で整理するケースがある。 

  個別指標群の動向に関心が強い場合、それらの指標群をそのまま扱う１階層で十分で

あるが、個別指標群の動向だけでなく、住民の幸福の状況の把握にも関心が強い場合、

３階層を採用するケースが多いと考えられる。 

 

(4) 指標体系は、既存の政策体系に合わせる例と、政策体系と独立させる例が多い 

多くの幸福度指標が、その結果を政策に反映させることを目的に策定されているが、

自治体が策定する幸福度指標の多くは、既存の総合計画等の政策体系に合わせた指標体

系とするか、政策体系とは独立の指標体系としているものが多い。 

  既存の総合計画等の政策体系に合わせた指標体系とした場合、幸福度指標と自治体政

策との関係性が明確になる一方で、幸福度指標と住民の幸福の関係性が希薄となる懸念

がある。幸福度指標を政策体系とは独立に設定した場合、それとは逆に、幸福度指標と

住民の幸福の関係性が明確になる一方で、自治体政策との関係性が希薄となり、幸福度

指標の結果を政策に反映させるためにはさらなる分析が必要となる。 

 

(5) 町民幸福度アンケート調査の内容で先行事例の内容をほぼ網羅 

庄内町では、町民の幸福に関する実感を庄内町総合計画「後期基本計画」に反映させ

るため、令和元年７～８月に町民 2,000人を対象に「町民幸福度アンケート」を実施し

た。 

本報告書掲載の先行事例が示す幸福感の要素を整理したところ、町民幸福度アンケー

トの問５で把握した 14の実感は、先行事例が示す幸福感の要素をほぼ全て網羅できるこ

が示された。 

  

 
9 ノーベル経済学賞を受賞したスティグリッツやセンがメンバーとなった同委員会では、

統合指標の欠点として、(1)悪い点の悪化が把握できない、(2)ウェイト付けを考える必要

がある、(3)指標の変化の解釈が別途必要となる、(4)価値観が異なる中、国際比較などに

適しない、などを指摘し、統合化に反対している。 
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資料１ 京都府「京都指標」の指標一覧                   
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出所：京都府（2018）『ベンチマークレポート＜「明日の京都」実施状況報告書＞』。 
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資料２ 滝沢市「幸福実感一覧表」及び「暮らしやすさ一覧表」       

【幸福実感一覧表】 
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【暮らしやすさ一覧表】 
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